
平成２３年６月２７日
岡山県岡山市北区丸の内1丁目15番20号

株 式 会 社   中  国  銀  行
取 締 役 頭 取   宮 長  雅 人

（単位：百万円）

科 目 金　　　　　　　額 科 目 金　　　　　　　額

119,667                 5,224,724                

現 金 37,371                  179,121                  

預 け 金 82,296                  2,600,528                

61,333                  162,495                  

32,718                  30,732                   

3,948                   2,115,525                

商 品 国 債 2,872                   6,010                    

商 品 地 方 債 1,075 130,309                  

20,000                  156,104                  

2,526,175               115,065                  

国 債 832,047                 172,045                  

地 方 債 662,915                 40,030                   

社 債 548,198                 40,030                   

株 式 108,076                 77                       

そ の 他 の 証 券 374,937                 3                        

3,323,478               74                       

割 引 手 形 43,495                  67                       

手 形 貸 付 168,166                 67,335                   

証 書 貸 付 2,654,850               3,328                    

当 座 貸 越 456,966                 8,774                    

31,434                  2,349                    

外 国 他 店 預 け 30,226                  3                        

買 入 外 国 為 替 84                      3                        

取 立 外 国 為 替 1,124                   33,534                   

56,894                  4,446                    

前 払 費 用 3,082                   14,893                   

未 収 収 益 11,946                  1,508                    

先 物 取 引 差 入 証 拠 金 72                      14,389                   

金 融 派 生 商 品 24,660                  156                      

そ の 他 の 資 産 17,131                  1,373                    

46,127                  25,110                   

建 物 16,276                  5,817,987                

土 地 20,579                  

リ ー ス 資 産 4,464                   

建 設 仮 勘 定 130                     15,149                   

その他の有形固定資産 4,676                   6,286                    

151                     6,286                    

その他の無形固定資産 151                     335,419                  

35,762                  15,149                   

25,110                  320,270                  

△   95,055             固定資産圧縮積立金 386                      

別 途 積 立 金 317,600                  

繰 越 利 益 剰 余 金 2,283                    

△   1,427               

355,427                  

17,253                   

△   3,036               

14,217                   

113                      

369,758                  

6,187,746               6,187,746                

新 株 予 約 権

純 資 産 の 部 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

支 払 承 諾

貸 倒 引 当 金

負 債 の 部 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

退 職 給 付 引 当 金

ポ イ ン ト 引 当 金

給 付 補 て ん 備 金

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

先 物 取 引 差 金 勘 定

コ ー ル ロ ー ン

（負 債 の 部）

債券貸借取引受入担保金

そ の 他 の 預 金

（資 産 の 部）

定 期 預 金

定 期 積 金

当 座 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

預 金

普 通 預 金

現 金 預 け 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

未 払 法 人 税 等

借 入 金

信 託 勘 定 借

商 品 有 価 証 券

買 入 金 銭 債 権

そ の 他 負 債

資産の部合計

売 渡 外 国 為 替

未 払 外 国 為 替

金 融 派 生 商 品

リ ー ス 債 務

負債及び純資産の部合計

株 主 資 本 合 計

前 受 収 益

睡眠預金払戻損失引当金

利 益 準 備 金

第１３０期   決 算 公 告

貸借対照表（平成２３年３月３１日現在）

未 払 費 用

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

借 用 金

外 国 為 替

自 己 株 式

（純 資 産 の 部）

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金



損益計算書
平成２２年４月  １日
平成２３年３月３１日

から
まで

（単位：百万円）
科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

120,045             
85,252                   

貸 出 金 利 息 55,395                   
有 価 証 券 利 息 配 当 金 29,060                   
コ ー ル ロ ー ン 利 息 61                       
買 現 先 利 息 13
預 け 金 利 息 285                      
そ の 他 の 受 入 利 息 435                      

8                        
17,904                   

受 入 為 替 手 数 料 6,037                    
そ の 他 の 役 務 収 益 11,867                   

8,250                    
国 債 等 債 券 売 却 益 7,559                    
金 融 派 生 商 品 収 益 688                      
そ の 他 の 業 務 収 益 2                        

8,630                    
株 式 等 売 却 益 3,609                    
金 銭 の 信 託 運 用 益 7                        
そ の 他 の 経 常 収 益 5,013                    

114,476             
8,472                    

預 金 利 息 5,046                    
譲 渡 性 預 金 利 息 236                      
コ ー ル マ ネ ー 利 息 563                      
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 419
借 用 金 利 息 35                       
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 2,049                    
そ の 他 の 支 払 利 息 120                      

3,900                    
支 払 為 替 手 数 料 902                      
そ の 他 の 役 務 費 用 2,997                    

4,747                    
外 国 為 替 売 買 損 787                      

商 品 有 価 証 券 売 買 損 3                        

国 債 等 債 券 売 却 損 3,956                    
59,209                   
38,146                   

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 29,754                   
貸 出 金 償 却 15                       
株 式 等 売 却 損 4,776                    
株 式 等 償 却 708                      
金 銭 の 信 託 運 用 損 239                      
そ の 他 の 経 常 費 用 2,651                    

5,569               
55                  

固 定 資 産 処 分 益 29                       
償 却 債 権 取 立 益 25

588                 
固 定 資 産 処 分 損 256                      
減 損 損 失 325                      

資産除去債務会計基準の適用に
伴 う 影 響 額

7                        

5,036               
8,331                    

△  6,495                
1,836               
3,199               

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

信 託 報 酬
役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

( )



  

  

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針  

１． 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行って

おります。 

２． 有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法

（定額法）、子会社・子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有

価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却

原価は移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のについては移動平均法による原価法により行っております。 

           なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理して

おります。 

     （２）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用

されている有価証券の評価は、時価法により行っております。 

３． デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４． 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産の減価償却は、建物については定率法（その他は法人税法に基づ

く定率法）を採用しております。     

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

           建  物：４年～４０年 

           その他：２年～２０年 

（２）無形固定資産 

無形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る｢有形固定資産｣中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、

リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のも

のは零としております。 

５． 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、決算日の為替相場による円換算額を付して

おります。 

６． 引当金の計上基準 

    （１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準により、次のとおり計上しており

ます。 

     「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関す

る実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する

正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、



  

 

過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き

当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処

分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認め

る額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権につい

ては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し

た残額を引き当てております。 

      なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失

見込額を特定海外債権引当勘定として引き当てることとしております。 

      すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施  

し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果

に基づいて上記の引当を行っております。 

    （２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支

給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

    （３）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去

勤務債務及び数理計算上の差異の処理方法は以下のとおりであります。 

        過去勤務債務        企業年金制度にかかるものについて、発生年度の従業員 

                            の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定 

                            額法により按分した額を発生年度から損益処理 

        数理計算上の差異    各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数  

                           （１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生 

              の翌事業年度から損益処理 

（４）睡眠預金払戻損失引当金 

      睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し、利益計上を行った睡眠預金の払

戻請求に備えるため、過去の払戻実績率に基づき計上しております。 

（追加情報） 

従来、睡眠預金については無異動状態が10年経過したものを対象に利益計上を行

っておりましたが、当事業年度よりその期間を5年に変更しております。これによ

り、従来の方法に比べ、経常利益及び税引前当期純利益は1,756百万円それぞれ増

加しております。 

（５）ポイント引当金 

      ポイント引当金は、クレジットカード会員に付与したポイントの使用により発生

する費用負担に備えるため、過去の使用実績率に基づき計上しております。 

７．リース取引の処理方法 

（借手側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年4月

1日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処

理によっております。 

８．ヘッジ会計の方法 

（１）金利リスク・ヘッジ 



  

 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）

に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相

場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる貸出金とヘッジ手段である金

利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価してお

ります。 

    （２）為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25号）に規定する繰延ヘッジによ

っております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替

変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘ

ッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨

ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価し

ております。 

          また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前に

ヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外

貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジと

して時価ヘッジを適用しております。 

    ９．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上してお

ります。 

 

会計方針の変更 

 （資産除去債務に関する会計基準） 

当事業年度から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号平成20年3

月 31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

21号平成20年3月31日）を適用しております。 

これによる計算書類に与える影響は軽微であります。 



  

 

注記事項 

 （貸借対照表関係） 

    １．関係会社の株式及び出資金総額     ５，４６５百万円    

    ２．貸出金のうち、破綻先債権額は ６６，３４７百万円、延滞債権額は ７８，９１５

百万円であります。 

        なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利

息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸

出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第

3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金

であります。 

        また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経

営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金

であります。 

    ３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は ２，３３９百万円であります。 

        なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月

以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

    ４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は ６，７６９百万円であります。 

        なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、

金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる

取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しない

ものであります。 

    ５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計

額は １５４，３７２百万円であります。 

        なお、２．から ５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しておりま

す。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という

方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は ４３，５８０百万

円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

           担保に供している資産 

                有価証券                       ２２０，８１１ 百万円 

                その他資産                               ８１ 百万円 

           担保資産に対応する債務 

預金             ３４，１４７ 百万円 

コールマネー          １２，９７０ 百万円 

債券貸借取引受入担保金       １７２，０４５ 百万円 

借用金              ２８，０００ 百万円 

        上記のほか、日本銀行当座貸越契約、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証

拠金等の代用として、有価証券 ２９３，４３６百万円及び商品有価証券４０百万円

を差し入れております。 

        また、その他資産のうち保証金は５５４百万円であります。 



  

 

    ８．当座貸越契約及び貸付金等に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実

行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の

限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未

実行残高は、１，２５８，０１９百万円であります。このうち原契約期間が１年以内

のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が１，２０３，２０８百万円あ

ります。 

        なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未

実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるもので

はありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相

当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減

額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に

応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている

行内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上

の措置等を講じております。 

９．有形固定資産の減価償却累計額 ７２，１１５百万円 

  １０．有形固定資産の圧縮記帳額       ５，４２０百万円 

  １１．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による

社債に対する当行の保証債務の額は２４，３０７百万円であります。 

  １２．１株当たりの純資産額          １，６０５円８７銭 

  １３．貸借対照表に計上した固定資産のほか、ＡＴＭ等については、所有権移転外ファイ

ナンス・リース契約により使用しております。 

１４．関係会社に対する金銭債権総額   ８，４５６百万円 

  １５．関係会社に対する金銭債務総額    ５，１２９百万円 

 １６．当事業年度末の自己資本比率（国際統一基準）は、１５．０７％であります。 

 



  

 

（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引による収益 

         資金運用取引に係る収益総額                       １５１百万円 

         役務取引等に係る収益総額                         ６９８百万円 

         その他業務・その他経常取引に係る収益総額           ８８百万円 

        関係会社との取引による費用 

         資金調達取引に係る費用総額                   １，１４２百万円 

         役務取引等に係る費用総額                        ８９百万円 

         その他業務・その他経常取引に係る費用総額     １，８６７百万円 

２．当期において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

      （イ）岡山県内 

            用途          営業用店舗等                 ４ヵ所 

                          遊休資産              ３ヵ所 

            種類          土地及び建物 

            減損損失額      ９３百万円 

      （ロ）岡山県外 

            用途          営業用店舗等                  ５ヵ所 

             遊休資産           １ヵ所 

            種類          土地及び建物 

            減損損失額    ２３１百万円 

           これらの営業用店舗等は、営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下

落により、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（３２５百万円）として特別損失に計上しております。 

           営業用店舗等については、継続的な収支の把握を行っている「グループ店」単位

または支店単位で、処分予定資産及び遊休資産については各資産単位でグルーピン

グしております。また、本部、コンピューターセンター、厚生施設等については独

立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。 

           なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方

としており、正味売却価額による場合は不動産鑑定評価基準に基づき、使用価値

による場合は将来キャッシュ・フローを４％で割り引いて、それぞれ算出してお

ります。 

  ３．１株当たり当期純利益金額               １３円８６銭 

 ４．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額   １３円８５銭 

 

 



  

 

（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価

証券」、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。 

 

    １．売買目的有価証券（平成23年3月31日現在） 

 当事業年度の損益に含ま

れた評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 △16 

 

    ２．満期保有目的の債券（平成23年3月31日現在） 

 種類 
貸借対照表計

上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 11,556 12,409 852 

地方債 8,177 8,500 323 

社債 1,997 2,097 100 

時価が貸借対

照表計上額を

超えるもの 
合計 21,731 23,008 1,277 

 

３．子会社・子法人等株式(出資金)及び関連法人等株式(出資金)(平成23年3月31日現在) 

 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・子法人等株式(出資金) 5,425 

関連法人等株式(出資金) 40 

合計 5,465 

 上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローが約定されておりま

せん。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。 

 

４．その他有価証券（平成23年3月31日現在） 

 
種類 

貸借対照表計上

額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 50,760 37,964 12,796 

債券 1,666,848 1,639,133 27,715 

   国債 640,335 631,882 8,453 

   地方債 577,313 565,195 12,118 

   社債 449,199 442,055 7,143 

その他 226,283 221,546 4,736 

   外国債券 194,585 191,090 3,494 

   その他 31,698 30,456 1,242 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

小計 1,943,892 1,898,644 45,247 

株式 47,882 55,581 △7,699 

債券 354,581 356,678 △2,097 

   国債 180,155 181,524 △1,369 

   地方債 77,424 77,639 △215 

   社債 97,001 97,514 △513 

その他 165,601 172,229 △6,628 

   外国債券 130,476 135,015 △4,538 

   その他 35,124 37,213 △2,089 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

小計 568,065 584,489 △16,424 

合計 2,511,957 2,483,134 28,823 



  

  

（追加情報） 

変動利付国債については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引き

続き市場価格を時価とみなせない状態にあると判断したものについては、

当事業年度末においては、合理的に算定された価額をもって貸借対照表計

上額としております。これにより、市場価格をもって貸借対照表価額とし

た場合に比べ、「有価証券」中の国債は3,108百万円、その他有価証券評価

差額金は1,852百万円増加し、繰延税金資産は1,255百万円減少しており

ます。なお、損益に及ぼす影響はありません。 

             変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り及びブラック

ショールズ型オプションモデルによるゼロフロアーオプション価格等から

見積もった将来キャッシュ･フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割

り引くことにより算定しており、国債の利回り及びスワップションのボラ

ティリティが主な価格決定変数であります。 

 

    ５．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日） 

 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万

円） 

売却損の合計額（百万

円） 

株式 77,560 3,609 4,776 

債券 1,000,996 5,328 979 

 国債 906,662 4,434 979 

 地方債 9,826 158 ‐ 

 社債 84,508 735 ‐ 

その他 211,407 2,231 2,977 
 外国債券 153,697 1,757 1,767 

 その他 57,709 474 1,210 

合計 1,289,964 11,169 8,733 

 

６．減損処理を行った有価証券 

有価証券（売買目的有価証券を除く。）で時価のあるもののうち、当該有価証券

の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見

込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表価額と

するとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」と言

う。）しております。 

当事業年度における減損処理額は株式３７６百万円であります。 

なお、当該減損処理は期末に５０％以上時価が下落した銘柄については全て実

施し、３０％以上５０％未満下落した銘柄については、過去１年間の価格動向等

により回復可能性が乏しいと判定した銘柄について実施しております。 

 

（金銭の信託関係） 

運用目的の金銭の信託（平成23年3月31日現在） 

 貸借対照表計上額（百万円） 当事業年度の損益に含まれた

評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 20,000 ― 



  

  

（税効果会計関係） 

        繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとお

りであります。 

      繰延税金資産 

        貸倒引当金               ２８，８１３百万円 

        退職給付引当金             ７，０６６百万円 

        その他有価証券評価損      ６，６３５百万円 

        減価償却費                 ５，６６７百万円 

        繰延ヘッジ損               ２，０６７百万円 

    固定資産減損損失      １，０６４百万円 

        有価証券評価減             １，０４７百万円 

        賞与引当金                     ６８３百万円 

        その他                     ３，７０８百万円 

      繰延税金資産小計           ５６，７５４百万円 

      評価性引当額               △２，３３２百万円 

      繰延税金資産合計           ５４，４２１百万円 

      繰延税金負債 

        その他有価証券評価益   △１８，１０７百万円 

        前払年金費用               △２７２百万円 

        固定資産圧縮積立額           △２６１百万円 

    繰延ヘッジ益           △９百万円 

        その他                      △８百万円 

      繰延税金負債合計         △１８，６５９百万円 

      繰延税金資産の純額         ３５，７６２百万円 

 

（ストック・オプション等関係） 

１． ストック・オプションにかかる当事業年度における費用計上額及び科目名 

     営業経費  64百万円 

２． 当事業年度に付与したストック・オプションの内容 

 平成22年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当行の取締役 15名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 

（注１） 

普通株式  68,100株 

付与日 平成22年8月2日 

権利確定条件 該当ありません。 

対象勤務期間 該当ありません。 

権利行使期間（注２） 平成22年8月3日から平成52年8月2日まで 

権利行使価格（注３） 1円 

付与日における公正な評価単価（注３） 935円 

（注１） 株式数に換算して記載しております。 

（注２） 新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する

日までの間に限り、新株予約権を行使できるものとします。 

（注３） １株当たりに換算して記載しております。 



第1３０期末(平成23年3月31日現在)信託財産残高表

(単位:百万円)

資            産 金            額 負          債 金            額

有 価 証 券 41                 金 銭 信 託 116                

金 銭 債 権 521                金 銭 債 権 の 信 託 521                

有 形 固 定 資 産 2,912              土地及びその定着物の信託 2,911              

そ の 他 債 権 1                  包 括 信 託 64                 

銀 行 勘 定 貸 67                 

現 金 預 け 金 68                 

合              計 3,612              合              計 3,612              

注１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

  ２．元本補てん契約のある信託については取扱残高はありません。



平成２３年６月２７日

岡山県岡山市北区丸の内１丁目１５番２０号

株 式 会 社 中 国 銀 行

取締役頭取  宮 長  雅 人

連結貸借対照表（平成２３年３月３１日現在）

（単位：百万円）

科 目 金　　　　　　　額 科 目 金　　　　　　　額

119,889               5,219,948              

61,333                155,744                

34,604                115,065                

3,948                 172,045                

21,890                49,469                 

2,533,972             77                     

3,318,275             67                     

31,434                79,605                 

19,161                1,618                  

67,153                13                     

46,504                14,518                 

建 物 16,316                52                     

土 地 20,559                1,373                  

リ ー ス 資 産 4,038                 192                    

建 設 仮 勘 定 130                   3                      

その他の有形固定資産 5,459                 644                    

168                   25,110                 

ソ フ ト ウ ェ ア 8                     5,835,551              

その他の無形固定資産 160                   

38,988                15,149                 

25,110                6,351                  

△   101,441          341,133                

△   1,427             

361,206                

17,386                 

△   3,036             

14,350                 

113                    

9,775                  

385,445                

6,220,997             6,220,997              

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

繰 延 税 金 資 産

退 職 給 付 引 当 金

資 本 剰 余 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

睡眠預金払戻損失引当金

利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

支 払 承 諾

貸 出 金

外 国 為 替

有 形 固 定 資 産

ポ イ ン ト 引 当 金

負 の の れ ん

リース債権及びリース投資資産 賞 与 引 当 金

そ の 他 資 産

特 別 法 上 の 引 当 金

資産の部合計

純 資 産 の 部 合 計

負債及び純資産の部合計

少 数 株 主 持 分

新 株 予 約 権

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

（負 債 の 部）（資 産 の 部）

預 金現 金 預 け 金

商 品 有 価 証 券

買 入 金 銭 債 権 コ ー ル マ ネ ー

コ ー ル ロ ー ン

債券貸借取引受入担保金

自 己 株 式

負 債 の 部 合 計

譲 渡 性 預 金

借 用 金

外 国 為 替

信 託 勘 定 借

そ の 他 負 債

役 員 賞 与 引 当 金

(純資産の部)

資 本 金

その他有価証券評価差額金

貸 倒 引 当 金

株 主 資 本 合 計

支 払 承 諾 見 返



連結損益計算書
平成２２年４月  １日
平成２３年３月３１日

から
まで

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

136,273             

85,395                

貸 出 金 利 息 55,476                

有 価 証 券 利 息 配 当 金 29,107                

コ ー ル ロ ー ン 利 息 61                    

買 現 先 利 息 13                    

預 け 金 利 息 286                   

そ の 他 の 受 入 利 息 450                   

8                     

17,207                

24,622                

9,041                 

128,154             

8,613                 

預 金 利 息 5,045                 

譲 渡 性 預 金 利 息 236                   

コ ー ル マ ネ ー 利 息 563                   

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 419

借 用 金 利 息 176                   

そ の 他 の 支 払 利 息 2,170                 

3,900                 

15,985                

60,449                

39,205                

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 30,707                

そ の 他 の 経 常 費 用 8,497                 

8,119               

55                  

固 定 資 産 処 分 益 29                    

償 却 債 権 取 立 益 26

特　　別　　損　　失 595                 

固 定 資 産 処 分 損 256                   

減 損 損 失 331                   

資 産 除 去 債 務 会 計 基 準 の 適 用
に 伴 う 影 響 額

7                     

7,580               

9,654               

△  7,004           

2,650               

4,929               

568                 

4,361               

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

信 託 報 酬

役 務 取 引 等 収 益

( )



連結計算書類の作成方針

(1)連結の範囲に関する事項

  ①連結される子会社及び子法人等    ７社

     中銀保証株式会社、中銀リース株式会社、中銀カード株式会社、

     中銀アセットマネジメント株式会社、株式会社ＣＢＳ、中銀事務センター株式会社、

     中銀証券株式会社

  ②非連結の子会社及び子法人等

     中銀投資事業組合２号、中銀投資事業組合３号

      非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）及び

    利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び

    経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外

    しております。

(2)持分法の適用に関する事項

  ①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等     該当ありません。

  ②持分法適用の関連法人等                               該当ありません。

  ③持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等

     中銀投資事業組合２号、中銀投資事業組合３号

  ④持分法非適用の関連法人等                          

     ベネッセ・中銀投資事業有限責任組合１号

      持分法非適用の非連結の子会社及び関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

    剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に重要な影響

    を与えないため、持分法の対象から除いております。

(3)連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項

     連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。

             ３月末日     ７社

(４)のれんの償却に関する事項

     のれんの償却については、５年間の均等償却を行うこととしておりますが、金額の重要性の乏しいものは

　発生年度に全額償却することとしております。

     なお、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号平成20年12月26日改正）及び

　「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号

　平成20年12月26日改正）の経過措置により、当該基準及び適用指針の適用前に発生した負ののれんに

　ついては、5年間の均等償却を行っております。



  

 
 
 

  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２

に基づいております。 

 

 １．会計処理基準に関する事項 

  （１）商品有価証券の評価基準及び評価方法 

        商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っており

ます。 

  （２）有価証券の評価基準及び評価方法 

     （イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定

額法)、その他有価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

        なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 

     （ロ）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記(1)と同じ方法

により行っております。 

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

      デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

  （４）減価償却の方法 

       ①有形固定資産（リース資産を除く） 

        当行の有形固定資産は、建物については定率法（その他は法人税法に基づく定率法）を

採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建  物：４年～４０年 

     その他：２年～２０年 

        連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、法人税法に基づく定率法に

より償却しております。 

       ②無形固定資産 

        無形固定資産は、定額法により償却しております。 

       ③リース資産 

        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る｢有形固定資産｣中のリース資産は、リー

ス期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契

約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としてお

ります。  

  （５）貸倒引当金の計上基準 

        当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準により、次のとおり計上しており

ます。 

    「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実

務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権

及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間に

おける各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念

先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権

及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び



  

  

保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。特定海外債権について

は、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として

引き当てることとしております。 

    すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上

記の引当を行っております。 

    連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率

等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

 （６）賞与引当金の計上基準 

  賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込

額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

（７）役員賞与引当金の計上基準 

        連結される子会社及び子法人等の役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるた

め、役員に対する賞与の支給見込額のうち当連結会計年度に帰属する額を計上しておりま

す。 

  （８）退職給付引当金の計上基準 

        退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務

及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

        過去勤務債務        企業年金制度に係るものについて、発生した連結会計年度の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法に

より按分した額を発生した連結会計年度から損益処理 

        数理計算上の差異    各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の 

                            一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそ 

                            れぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

  （９）役員退職慰労引当金の計上基準 

連結される子会社及び子法人等の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払い

に備えるため、役員退職慰労金に係る内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上して

おります。 

  （10）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

    睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し、利益計上を行った当行の睡眠預金の払

戻請求に備えるため、過去の払戻実績率に基づき計上しております。 

  （追加情報） 

従来、睡眠預金については無異動状態が 10年経過したものを対象に利益計上を行っ

ておりましたが、当連結会計年度よりその期間を5年に変更しております。これにより、

従来の方法に比べ、経常利益及び税金等調整前当期純利益は1,756百万円それぞれ増加

しております。 

（11）ポイント引当金の計上基準 

    ポイント引当金は、クレジットカード会員に付与したポイントの使用により発生する費

用負担に備えるため、過去の使用実績率に基づき計上しております。 

  （12）特別法上の引当金の計上基準 

    特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金であり、受託等をした有価証券またはデ

リバティブ取引等の事故による損失に備えるため、連結される子会社が金融商品取引法第

46条の5及び金融商品取引業等に関する内閣府令第175条の規定に定めるところにより算



  

  

出した額を計上しております。 

（13）外貨建資産・負債の換算基準 

        外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、連結決算日の為替相場による円換算額を付して

おります。 

  （14）リース取引の処理方法 

    （借手側） 

        当行並びに連結される子会社及び子法人等（中銀リース株式会社を除く）の所有権移転

外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日前に開始す

る連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によってお

ります。 

  （15）収益及び費用の計上基準 

    ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

    リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

  （16）重要なヘッジ会計の方法 

     （イ）金利リスク・ヘッジ 

        当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第２４号。以下、「業種別監査委員会報告第２４号」という。）に規定

する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺

するヘッジについて、ヘッジ対象となる貸出金とヘッジ手段である金利スワップ取引等を

一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。 

     （ロ）為替変動リスク・ヘッジ 

        当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に規定する繰延ヘッジによっております。

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する

目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象であ

る外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを

確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ

対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取

得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして時価ヘッジを適

用しております。 

 （17）消費税等の会計処理 

        当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税（以下、消費税等と

いう。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控除対象

消費税等は当連結会計年度の費用に計上しております。 

 



  

  

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更 

（資産除去債務に関する会計基準） 

当連結会計年度から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18号平成 20年 3月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号平成20

年3月31日）を適用しております。 

これによる連結計算書類に与える影響は軽微であります。 

 

表示方法の変更 

（連結貸借対照表及び連結株主資本等変動計算書関係） 

 「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第5号平成23年3月25日）により

改正された「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式を適用し、前連結会計年度

における「評価・換算差額等」は当連結会計年度から「その他の包括利益累計額」として表示し

ております。 

（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度から「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第41号平成22

年9月21日）により改正された「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式を適

用し、「少数株主損益調整前当期純利益」を表示しております。 

 

注記事項 

 （連結貸借対照表関係） 

   １．関係会社の出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の株式及び出資金を除く） 

２９８百万円 

   ２．貸出金のうち、破綻先債権額は ６６，７４８百万円、延滞債権額は ８０，４３９百万円

であります。 

        なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他

の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上

しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホま

でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

        また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金でありま

す。 

   ３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は ２，３３９百万円であります。 

        なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上

遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

   ４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は ６，７６９百万円であります。 

        なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金

利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決

めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。 

   ５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は   

１５６，２９７百万円であります。 

       なお、上記２．から ５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

   ６．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。

これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自



  

  

由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は４３，５８０百万円であります。 

   ７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

           担保に供している資産 

                有価証券                         ２２０，８１１百万円 

                その他資産                              ８１百万円 

                リース債権及びリース投資資産     ３，３３０百万円 

           担保資産に対応する債務 

預金                   ３４，１４７百万円 

コールマネー          １２，９７０百万円 

債券貸借取引受入担保金       １７２，０４５百万円 

借用金                            ３１，０１６百万円 

        上記のほか、日本銀行当座貸越契約、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金

等の代用として、有価証券 ２９３，４３６百万円及び商品有価証券 ４０百万円を差し入

れております。 

        また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は ７２百万円、保証金は８３８百万円であ

ります。 

   ８．当座貸越契約及び貸付金等に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申

し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで

資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、   

１，２７３，１４９百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の

時期に無条件で取消可能なものが １，２１８，３３９百万円あります。 

        なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行

残高そのものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシ

ュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変

化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及び子

法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨

の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の

担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続きに基づき顧客の業況等

を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

   ９．有形固定資産の減価償却累計額  ７５，６５６百万円 

 １０．有形固定資産の圧縮記帳額    ５，４２０百万円 

１１．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社

債に対する保証債務の残高は２４，３０７百万円であります。 

１２．１株当たりの純資産額     １，６３１円５５銭 

１３．当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

退職給付債務           △４６，１９３百万円 

      年金資産              ２５，２６０百万円 

      未積立退職給付債務        △２０，９３３百万円 

      会計基準変更時差異の未処理額       ―  百万円 

      未認識数理計算上の差異        ８，１２５百万円 

      未認識過去勤務債務         △１，０３７百万円 

      連結貸借対照表計上額の純額    △１３，８４５百万円  

           前払年金費用          ６７３百万円 

           退職給付引当金     △１４，５１８百万円 

１４．当連結会計年度末の自己資本比率（国際統一基準）は、１５．６０％であります。



  

  

（連結損益計算書関係） 

   １．「その他の経常費用」には、貸出金償却２３百万円及び株式等償却７０８百万円を含んで

おります。 

   ２．１株当たり当期純利益金額        １８円８９銭 

  ３．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 １８円８８銭 

４．当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

      （イ）岡山県内 

            用途          営業用店舗等                  ５ヵ所 

                          遊休資産               ３ヵ所 

            種類          土地、建物、動産 

            減損損失額    １００百万円 

      （ロ）岡山県外 

            用途          営業用店舗等                  ５ヵ所 

             遊休資産           １ヵ所 

            種類          土地及び建物 

            減損損失額    ２３１百万円 

           これらの営業用店舗等は、営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落に

より、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失   

（３３１百万円）として特別損失に計上しております。 

           当行の営業用店舗等については、継続的な収支の把握を行っているグループ店単位ま

たは支店単位で、処分予定資産及び遊休資産については各資産単位でグルーピングして

おります。また、本部、コンピューターセンター、厚生施設等については独立したキャ

ッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。 

           連結される子会社及び子法人等については、各社を１つの資産グループとしておりま

す。 

           なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方とし

ており、正味売却価額による場合は不動産鑑定評価基準に基づき、使用価値による場合

は将来キャッシュ・フローを４％で割り引いて、それぞれ算出しております。 

５．当連結会計年度の包括利益の金額は、△７，２３８百万円であります。



  

  

（金融商品関係） 

1.金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当行グループ（当行及び連結される子会社及び子法人等）は銀行業務を中心に金融サー

ビスにかかる事業を行っております。グループ企業の中核をなす銀行業務として、主に預

金業務により資金調達を行い、貸出金業務や有価証券投資業務等により資金運用を行って

おります。 

また、当行が保有している資産・負債の将来の金利や為替、債券、株式価格などの変動

に伴うリスクをヘッジし収益を安定させること及びお客さまのニーズにお応えし、各種の

リスクヘッジ手段を提供することを主目的にデリバティブ取引も行っております。 

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

当行グループが保有する主な金融資産は、主として国内の法人、地方公共団体及び地方

公社、個人に対する貸出金です。貸出金は、割引手形、手形貸付、証書貸付、当座貸越に

区分され、信用供与先の財務状況の悪化等により資産の価値が減少ないし消失し損失を被

る「信用リスク」や金利が変動することにより利益が低下ないし損失を被る「金利リスク」

にさらされています。 

有価証券、商品有価証券及び買入金銭債権は、主に株式、債券及び外国債券、信託受益

権です。これらは、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で保有しており、発行体

の「信用リスク」、「金利リスク」、有価証券等の価格の変動に伴って資産価格が減少す

る「価格変動リスク」及び為替相場が当初の予定と相違することによって損失が発生する

「為替リスク」にさらされています。また、市場の混乱等により市場において取引ができ

ないことや、通常より著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被る

「市場流動性リスク」にさらされています。（※「金利リスク」「価格変動リスク」「為

替リスク」を総称して「市場リスク」といいます。） 

預金及び譲渡性預金は、主として国内の法人、地方公共団体及び地方公社、個人に対す

る円建及び外貨建であり、預金は当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、

定期積金、別段預金、納税準備預金、非居住者円預金、外貨預金、特別勘定預金に区分さ

れます。調達である預金は、運用である貸出金・有価証券との期間のミスマッチや予期せ

ぬ預金の流出により、必要な資金確保が困難になる、または通常より著しく高い金利での

資金調達を余儀なくされることにより損失を被る「資金繰りリスク」や「金利リスク」に

さらされています。 

当行が利用しているデリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ取引、金利キャ

ップ取引）、通貨関連取引（通貨スワップ取引、通貨オプション取引、為替予約取引、ノ

ンデリバラブル・フォワード取引）、債券関連取引（債券先物取引、債券オプション取引）

などであります。当行におけるデリバティブ取引は、当行が保有している資産・負債の将

来の金利や為替、債券、株式価格などの変動に伴うリスクをヘッジし収益を安定させるこ

と及びお客さまのニーズにお応えし、各種のリスクヘッジ手段を提供することを主目的と

している一方、短期的な売買差益を獲得する目的（トレーディング目的）での利用につい

ては、一定のポジション枠、損失限度額を定めた上で限定的に取扱っております。 

上記のうち、ヘッジ目的のデリバティブ取引は、行内規程等に定めるヘッジ方針（金利

リスク等の軽減）に基づき実施しており、貸出金を対象とした金利スワップ取引及び外貨

建有価証券や預金を対象とした通貨スワップ取引等があります。なお、ヘッジの有効性の

評価方法として、相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる貸出金とヘッ

ジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定する



  

  

ほか、一部については個別に対応させて評価しております。また、為替変動リスクのヘッ

ジについては、通貨スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権

債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することにより、

ヘッジの有効性を評価しております。 
 

（3）金融商品にかかるリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランス資産

を含む）の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクをいいます。 

当行では、経営体力の範囲内で、リスクに見合ったリターンを確保できる取引をおこ

ない、健全な資産構造を構築するため、各業務部門にわたる多様な取引に内在する信用

リスクについて、それぞれの特性に適合したリスク評価方法及び管理方法を定め、適切

に管理することを基本方針とし、「信用リスク管理基準」及び各種規程に則り、適切に

管理しております。 

信用リスク管理体制は、審査・管理部門が営業推進部門（営業店及び営業部門）にお

ける個別案件の信用リスクを管理し、審査・管理部門及び営業推進部門から組織・業務

が独立した｢リスク統括部｣が信用リスク管理統括部署として信用リスク全体を統括管

理しております。また、信用リスク管理の内部監査を担う与信監査担当を監査部門に設

置し、信用リスク管理に関する監査体制を構築しております。 

信用リスク管理方法として、具体的には、「債務者格付」「自己査定」等を通して与

信先の企業実態を多面的に把握することにより、個別案件の審査、与信実行後の管理、

償却・引当を適切に実施しております。また、ポートフォリオ管理の観点から、「与信

残高の構成」や「信用リスク量」、「『信用コスト』を控除した収益｣等をモニタリン

グすることにより、信用リスクのコントロールと安定的な収益の増強を目指しておりま

す。 

なお、信用リスク量については、信用リスク管理計画で定めた限度額の範囲内である

ことを検証するとともに、自己資本の充実度を評価するためのストレス・テストを実施

し、結果を定期的に取締役会等へ報告しております。 

与信集中リスクについては、「債務者別」「業種別」「国別」に与信限度を設けて管

理しており、その状況を定期的に取締役会等へ報告しております。 

また、大口与信先管理態勢強化のため、「大口与信先審査委員会」を設置し、組織的

な取り組みを行っていく方針としております。 
② 市場リスクの管理 

市場リスクとは、金利や為替、株式等の市場のリスク・ファクターの変動により、資

産・負債（オフ・バランスを含む）の価値が変動し損失を被るリスク、資産・負債から

生み出される収益が変動し損失を被るリスクをいいます。 

当行では、市場リスクの状況を現在価値変動と資金利益変動の両面から把握・分析す

るとともに、ストレス・テストを行うなど多面的に評価することを市場リスク管理の基

本方針とし、市場リスク管理の枠組み・制度を定めた「市場リスク管理基準」及び具体

的管理方法を定めた各種規程に則り、適切に管理しております。 

市場リスク管理体制は、市場運用部門（フロント・オフィス）と事務管理部門（バッ

ク・オフィス）を分離し、さらにリスク管理部門（ミドル・オフィス）を設置して相互

に牽制する体制としております。 

市場リスク管理方法として、市場業務における有価証券等の売買により売買益を狙う

トレーディング業務については、取引限度や損失限度額を設け、一定額以上の損失が生



  

  

じないように管理しております。バンキング業務（投資有価証券業務）については、中

長期的に安定収益を確保するため、ALM分析やVaR による分析などにより、リスクとリ

ターンのバランスに配慮したリスク管理運営をおこなっております。なお、市場業務に

ついては、市場リスクを中心として、信用リスク及び流動性リスクを含めて機動的に管

理できる体制を整備しております。 

預貸金業務を含めた銀行全体の市場リスクの管理については、金利リスク量の計測を

はじめとして多面的にリスクの状況分析をおこない、毎月 ALM委員会において、資産･
負債の総合的な管理という観点から議論のうえ、運用・調達方針の検討を行っておりま

す。 
 
【市場リスクに係る定量的情報】 

 

（リスク管理上、市場リスクに関する定量的分析を利用している金融商品） 

当行では、市場リスク量をVaR（バリュー・アット・リスク）により計測し、限度額

の管理ならびにストレス・テストなどを行い、リスクを多面的に把握・分析、評価し、

管理しております。 

前提条件として、価格や金利の変動が正規分布に従うと仮定する分散共分散法を採用

し、観測期間を5年間、信頼区間を99.9％、保有期間をバンキング業務は125営業日、

トレーディング業務は10営業日としております。金融商品のうち、株式（非上場株式

を除く）・投資信託・その他資産については価格変動リスク、債券・預金・貸出金につ

いては金利リスクとして計測し、価格変動リスクと金利リスクとの相関（注）を考慮し

ております。 

（注）一般的に平常時においては、株価が上昇した時は金利も上昇し（債券価格は下

落）、また逆に、株価が下落した時は金利も低下（債券価格は上昇）するなど、株価

と金利は順相関の関係（株価と債券価格は逆相関）にあります。当行の市場リスク量

は、この相関関係を考慮しておりますので、価格変動リスクと金利リスクを単純合算

した値よりも小さくなります。なお、市場環境の急激な変化などのストレス時には、

上記の相関関係通りの動きとならない可能性がありますので、別途ストレス・テスト

や資本配賦運営等により補完する体制としております。 

 

平成23年3月31日（当期決算日）の市場リスク量は、次のとおりです。 

     （単位：百万円） 

市場リスク量 108,589 

バンキング業務 108,458 

（価格変動リスク）  （88,323） 

（金利リスク）  （48,450）  

（相関考慮） （▲28,315） 

 

トレーディング業務 131 

なお、当行では、市場リスク計測の有効性を確認するため、VaRと損益を比較するバ

ック・テスティングを定期的におこなっております。なお、比較する損益は、VaR計測

時のポートフォリオを固定した場合において発生したと想定される損益を使用してお

ります。バック・テスティングの結果、市場リスク計測モデル・計測手法等には問題が

ないと判断しております。 

ただし、VaRは過去の相場変動をもとに一定の前提条件を置き統計的に算出した値で



  

 
 
 

あるため、前提条件を超えたリスクは捕捉できない場合があります。このため、別途ス

トレス・テスト等により補完する体制としております。 

 

（リスク管理上、市場リスクに関する定量的分析を利用していない金融商品） 

当行では、一部のオフバランス取引については、影響が軽微であることから、市場

リスク計測の対象外としております。 
 

③ 流動性リスクの管理 

流動性リスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必

要な資金確保が困難になる、または通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なく

されることにより損失を被るリスク（以下、「資金繰りリスク」）ならびに市場の混乱

等により市場において取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を

余儀なくされることにより損失を被るリスク（以下、「市場流動性リスク」）をいいま

す。 

当行では、資金繰り運営の重要性を認識し、安定した資金繰り運営を行うことを資金

繰りリスク管理の基本方針としております。また、商品ごとの市場規模、流動性等その

市場特性等を勘案し、市場流動性に十分配意することを市場流動性リスク管理の基本方

針とし、資金繰りリスク管理、市場流動性リスク管理の枠組み・制度を定めた「流動性

リスク管理基準」に則り、適切に管理しております。 

流動性リスク管理体制は、資金繰りリスクについては、実際に資金繰りを行う「資金

繰り管理部署」とその資金繰り状況を監視する「資金繰りリスク管理部署」を分けて設

置しており、厳重な資金繰り管理を行っております。 

流動性リスク管理方法として、資金繰り管理部署は、市場業務を中心に各業務にかか

る日々の資金繰り状況に留意し、資金繰りリスクの抑制に努めております。資金繰りリ

スク管理部署は、流動性の高い資産の保有方針や市場調達枠の設定など資金繰りリスク

管理方針を定め、資金繰り管理部署の資金繰りの状況に問題がないか監視しております。 

なお、当行では、預金による調達が大半を占めており、資金繰りは安定しております

が、不測の事態に備えて、保有有価証券を活用した市場調達など、調達手段の多様化も

図っております。 

 
（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価格が含まれております。当該価格の算定においては一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価格が異なることもあります。 
 



  

  

2．金融商品の時価等に関する事項 

平成23年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表

には含めておりません（（注2）参照）。 

（単位：百万円） 

 
連結貸借対 

照表計上額 
時価 差額 

(1)商品有価証券 3,948 3,948 ― 

(2)金銭の信託 21,890 21,890 ― 

(3)有価証券 

満期保有目的の債券 

その他有価証券 

 

21,731 

2,503,252 

 

23,008 

2,503,252 

 

1,277 

― 

(4)貸出金 

     貸倒引当金（※1） 

3,318,275 

▲98,467 

 

 

 

 

 3,219,808 3,280,944 61,135 

  資産計 5,770,631 5,833,044 62,413 

(1)預金 5,219,948 5,222,262 2,313 

(2)譲渡性預金 155,744 155,762 18 

  負債計 5,375,692 5,378,025 2,332 

デリバティブ取引（※2） 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

ヘッジ会計が適用されているもの 

 

(3,771) 

(5,102) 

 

(3,771) 

(5,102) 

 

― 

― 

デリバティブ取引計 (8,873) (8,873) ― 

（※）連結貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。 

（※1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を計上しております。 

（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる項目については、（  ）で表示しております。 

 

 

（注1）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（1）商品有価証券 

ディーリング業務のために保有している債券等の有価証券については、売買参考統計

値または売買参考統計値を参考とした比準価格によっております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「（有価証券関係）」に

記載しております。 

（2）金銭の信託 

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において、信託財産として運用さ

れている有価証券については、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格または取引金

融機関から提示された価格によっております。 

なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については、「（金銭の信託関係）」

に記載しております。 

（3）有価証券 

株式は取引所の価格、債券は売買参考統計値または売買参考統計値を参考とした比準

価格取引所の価格、取引金融機関から提示された価格等によっております。また、投資

信託は、公表されている基準価格によっております。 

自行保証付私募債は、将来キャッシュ・フローの合計額をリスクフリーレートに内部



  

 
 
 

格付に基づく区分ごとの信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いて算定しておりま

す。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「（有価証券関係）」に

記載しております。 

    (追加情報) 

変動利付国債については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引き続き市場価格

を時価とみなせない状態にあると判断したものについては、当連結会計年度末において

は、合理的に算定された価額をもって連結貸借対照表計上額としております。これによ

り、市場価格をもって連結貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価証券」は 3,108百

万円、「その他有価証券評価差額金」は1,852百万円それぞれ増加し、「繰延税金資産」

は1,255百万円減少しております。なお、損益に及ぼす影響はありません。 

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り及びブラックショールズ型

オプションモデルによるゼロフロアーオプション価格等から見積もった将来キャッシ

ュ・フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国

債の利回り及びスワップションのボラティリティが主な価格決定変数であります。 

（4）貸出金 
貸出金のうち、「手形貸付」「商業手形」「当座貸越」については、約定期間が短期

間であり、時価は帳簿価額と近似していると想定されることから、当該帳簿価額を時価

とみなしております。 

「証書貸付」については、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積も

り、現在価値を算定しております。使用する割引率は、事業者向け・地方公共団体向け・

地方公社向け貸出については、リスクフリーレートに、内部格付ごとの信用リスク要因

を上乗せした利率を用いております。個人向け貸出金については、連結決算日時点の新

規貸出利率を用いております。なお、将来キャッシュ・フローの見積もりにあたり、変

動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、次回の金利変更日を満期日と

みなしております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸出金については、担保及び保証

による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日にお

ける貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似していると想定され

ることから、当該価額を時価としております。 

 

負 債 

（1）預金（2）譲渡性預金 

預金のうち、「当座預金」「普通預金」等の要求払預金については、連結決算日に要

求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。 

｢定期預金｣「定期積金」等及び「譲渡性預金」については、将来キャッシュ・フロー

を商品ごとにグルーピングし、連結決算日時点の新規預入利率で割り引いて現在価値を

算定しております。 

 
デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ取引、金利キャップ取引）、通貨関

連取引（通貨スワップ取引、通貨オプション取引、為替予約取引、ノンデリバラブル・

フォワード取引）、債券関連取引（債券先物取引、債券オプション取引）などであり、取

引所の価格、割引現在価値、オプション価格計算モデルや取引金融機関から提示された

価格等により算出した価額によっております。 



  

  

 

（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品

の時価情報の「資産(3)有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区 分 連結貸借対照表計上額 

①非上場株式（※1）（※2） 5,419 

②投資事業組合出資金（※3） 3,568 

③外貨外国株式（※1） 0 

④ワラント(※1) 0 

合 計 8,988 

（※1）①、③及び④については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、時価開示の対象とはしておりません。 

（※2）当連結会計年度において、非上場株式について332百万円減損処理を行っており

ます。 

（※3）投資事業組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極

めて困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象と

はしておりません。 

 

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 1年以内 
1年超 

3年以内 

3年超 

5年以内 

5年超 

7年以内 

7年超 

10年以内 
10年超 

有価証券       

 満期保有目的の債券 ― ― 15,016 ― 6,714 ― 

  うち国債 ― ― 4,842 ― 6,714 ― 

    地方債 ― ― 8,177 ― ― ― 

    社債 ― ― 1,997 ― ― ― 

 その他有価証券のう

ち満期があるもの 
267,174 611,841 580,266 349,677 497,976 51,721 

  うち国債 70,063 191,554 196,150 130,656 232,881 9,251 

    地方債 19,094 132,810 135,697 150,062 214,423 2,801 

    社債 125,160 170,457 158,690 50,412 35,014 6,466 

    その他 52,856 117,018 89,728 18,546 15,657 33,201 

貸出金（※） 1,149,917 732,794 407,063 203,422 190,574 443,243 

合 計 1,417,091 1,344,635 1,002,346 553,100 695,265 494,965 

（※） 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込め

ない147,188百万円、期間の定めのないもの44,070百万円は含めておりません。 

 

 

（注4）預金、譲渡性預金の連結決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 1年以内 
1年超 

3年以内 

3年超 

5年以内 

5年超 

7年以内 

7年超 

10年以内 
10年超 

預金（※） 4,749,143 415,822 54,983 ― ― ― 

譲渡性預金 154,653 1,091 ― ― ― ― 

合 計 4,903,796 416,913 54,983 ― ― ― 

（※）預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて開示しております。 



  

 
 
 

（有価証券関係） 

     連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」、並びに「買入金銭債権」中の信託

受益権が含まれております。 

 

   １．売買目的有価証券（平成23年3月31日現在） 

 当連結会計年度の損益に

含まれた評価差額 

(百万円) 

売買目的有価証券 △16 

 

   ２．満期保有目的の債券（平成23年3月31日現在） 

 種類 
連結貸借対照表

計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 11,556 12,409 852 

地方債 8,177 8,500 323 

社債 1,997 2,097 100 

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えるもの 
合計 21,731 23,008 1,277 

   

   ３．その他有価証券（平成23年3月31日現在） 

 
種類 

連結貸借対照表

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 51,761 38,346 13,414 

債券 1,667,099 1,639,381 27,717 

   国債 640,434 631,980 8,454 

   地方債 577,465 565,345 12,119 

   社債 449,199 442,055 7,143 

その他 226,384 221,646 4,737 

   外国債券 194,686 191,190 3,495 

   その他 31,698 30,456 1,242 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

小計 1,945,245 1,899,374 45,870 

株式 47,919 55,622 △7,702 

債券 364,549 366,676 △2,126 

   国債 190,123 191,521 △1,398 

   地方債 77,424 77,639 △215 

   社債 97,001 97,514 △513 

その他 165,975 172,611 △6,635 

   外国債券 130,576 135,116 △4,540 

   その他 35,399 37,494 △2,094 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

小計 578,444 594,909 △16,464 

合計 2,523,690 2,494,284 29,405 

     

      

 

  



  

 
 
 

  ４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

      （ 自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日 ） 

 
売却額（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 77,942 3,620 4,771 

債券 1,000,996 5,328 979 

 国債 906,662 4,434 979 

 地方債 9,826 158 - 

 社債 84,508 735 - 

その他 211,745 2,231 3,041 

 外国債券 153,697 1,757 1,767 

 その他 58,048 474 1,274 

合計 1,290,684 11,180 8,791 

 

   ５．減損処理を行った有価証券 

有価証券（売買目的有価証券を除く。）で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が

取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認め

られないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価

差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」と言う。）しております。 

当連結会計年度における減損処理額は株式３７６百万円であります。 

また、当該減損処理は期末に50％以上時価が下落した銘柄については全て実施し、30％

以上50％未満下落した銘柄については、過去１年間の価格動向等により回復可能性が乏し

いと判定した銘柄について実施しております。 

 

 

（金銭の信託関係） 

   １．運用目的の金銭の信託（平成23年3月31日現在） 

 連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

当連結会計年度の損益に含

まれた評価差額 

(百万円) 

運用目的の金銭の信託 20,390 － 

 
２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成23年3月31日現在） 

 連結貸借対照

表計上額 

(百万円) 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

うち連結貸

借対照表計

上額が取得

原価を超え

るもの 

（百万円） 

うち連結貸

借対照表計

上額が取得

原価を超え

ないもの 

（百万円） 

その他の金銭の

信託 
1,500 1,500 ― ― ― 

   （注）「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち連結貸借対照表計上

額が取得原価を超えないもの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 



  

 
 
 

（ストック・オプション等関係） 

１． ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

     営業経費  64百万円 

２． 当連結会計年度に付与したストック・オプションの内容 

 平成22年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当行の取締役 15名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数

（注１） 

普通株式  68,100株 

付与日 平成22年8月2日 

権利確定条件 該当ありません。 

対象勤務期間 該当ありません。 

権利行使期間（注２） 平成22年8月3日から平成52年8月2日まで 

権利行使価格（注３） 1円 

付与日における公正な評価単価（注３） 935円 

（注１） 株式数に換算して記載しております。 

（注２） 新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日まで

の間に限り、新株予約権を行使できるものとします。 

（注３） １株当たりに換算して記載しております。 

 

 


